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Ａ－１　留意事項等についての履行状況 （認可組織名　北海道文教大学大学院健康栄養科学研究科）

１.認可時の留意事項 （「大学設置分科会」から付された留意事項ではなく、「学校法人分科会」から付された留意事項に対するもの）

・特になし

（注）

１．「認可時の留意事項」に対する履行状況について、認可組織毎に作成して ４．定員充足の在り方（定員未充足）に関するの留意事項が付されている場合は、

　ください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※「認可時の留意事項」が付された学校法人は、必ず作成してください。

　　※学校法人分科会から付された留意事項のみ記入してください。 ５．留意事項に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　　※大学設置分科会から付された留意事項については記入しないでください。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

　　※「その他意見」については記入する必要はありません。 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

２．留意事項が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　添付してください。

３．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

　てください。

 認　可　時　の　留　意　事　項  左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況
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２.履行状況調査結果に基づく留意事項等（「大学設置分科会」から付された留意事項等ではなく、「学校法人分科会」から付された留意事項等に対するもの）

１.代表権の登記が遅延して行われていたことから､ １．登記事項の変更は、組合等登記令第3条1項により2週間以内に行わなければならないことは承知していたが、法務局への提出書類の

今後は法令の規定に基づき、所定の期日までに行う 　差し替え等により遅延したものであり、今後、所定の期日までに行うこととする。 

こと。

（履行状況調査結果通知日：平成28年2月19日）

２.評議員会が書面での持ち回りで行われていたこと ２．早期に発令を要する人事案等の審議のため、持ち回り理事会で処理していたが、今後、集会形式で開催することとする。

から、集会の形式により行うこと。

（履行状況調査結果通知日：平成28年2月19日）

３．学生生徒等納付金に対する経常的経費支出の ３．学生生徒等納付金に対する経常経費の割合が同系統の学校法人より低い水準となっていることの改善意見があり，

　割合が同系統の大学等を設置する学校法人に比 　今後の予算編成等で教育への還元比率を改善するよう努める。

　べて低いことから、同納付金の学生への還元を

　図ること。

（履行状況調査結果通知日：平成28年2月19日）

（履行状況調査結果通知日：平成29年2月17日）

（注）

１．「履行状況調査結果に基づく留意事項等」に対する履行状況について、認可組織 ４．留意事項等が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。

　毎に作成してください。ただし、認可組織が複数ある場合でも、同じ留意事項等が

　付されている場合は一括して取りまとめのうえ記入してください。 ５．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

２．履行状況調査期間中に付された留意事項等についてはすべて記入してください。 　てください。

　その際、履行状況調査結果の通知年月日を必ず付記してください。

　　※同じ文言の留意事項等が複数年にわたり付されている場合は、留意事項等の文言 ６．定員充足の在り方（定員未充足）に関するの留意事項等が付されている場合は、

　　　の後に通知年月日をそれぞれ並べて記載してください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※学校法人分科会から付された留意事項等のみ記入してください。

　　※大学設置分科会から付された留意事項等については記入しないでください。 ７．留意事項等に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　  ※「その他意見」については記入する必要はありません。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

３．「区分」については、「留意事項」「是正意見」「改善意見」の別を記入 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

　してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　※平成２６年度から「留意事項」にかわり、「是正意見」「改善意見」を付しています。 　添付してください。

「改善意見」

「改善意見」

履行状況調査結果に基づく留意事項等 左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況

区　分

「留意事項」
「是正意見」
「改善意見」

の別を通知日の右に記入

「改善意見」

「改善意見」

区分 項目 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

学生生徒等納付金総額 2,941,591 3,073,892 3,096,727 3,061,712 3,001,584

経常経費総額 2,886,511 2,848,079 2,853,188 2,811,014 3,056,006

割　合（％） 98.1 92.7 92.1 91.8 101.8

同系統の比率（％）〈注〉 132.5 133.9 134.1 133.8 －

学生生徒
等納付金
に対する
経常経費
の割合

注：日本私立学校振興・共済事業団「今日の私学財政」収支計算書系統別（大学法人）…文他複数学部を参考とした。

（単位：千円）
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Ａ－１　留意事項等についての履行状況 （認可組織名　北海道文教大学大学院リハビリテーション科学研究科）

１.認可時の留意事項 （「大学設置分科会」から付された留意事項ではなく、「学校法人分科会」から付された留意事項に対するもの）

・特になし

（注）

１．「認可時の留意事項」に対する履行状況について、認可組織毎に作成して ４．定員充足の在り方（定員未充足）に関するの留意事項が付されている場合は、

　ください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※「認可時の留意事項」が付された学校法人は、必ず作成してください。

　　※学校法人分科会から付された留意事項のみ記入してください。 ５．留意事項に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　　※大学設置分科会から付された留意事項については記入しないでください。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

　　※「その他意見」については記入する必要はありません。 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

２．留意事項が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　添付してください。

３．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

　てください。

 認　可　時　の　留　意　事　項  左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況
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２.履行状況調査結果に基づく留意事項等（「大学設置分科会」から付された留意事項等ではなく、「学校法人分科会」から付された留意事項等に対するもの）

・特になし

（注）

１．「履行状況調査結果に基づく留意事項等」に対する履行状況について、認可組織 ４．留意事項等が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。

　毎に作成してください。ただし、認可組織が複数ある場合でも、同じ留意事項等が

　付されている場合は一括して取りまとめのうえ記入してください。 ５．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

２．履行状況調査期間中に付された留意事項等についてはすべて記入してください。 　てください。

　その際、履行状況調査結果の通知年月日を必ず付記してください。

　　※同じ文言の留意事項等が複数年にわたり付されている場合は、留意事項等の文言 ６．定員充足の在り方（定員未充足）に関するの留意事項等が付されている場合は、

　　　の後に通知年月日をそれぞれ並べて記載してください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※学校法人分科会から付された留意事項等のみ記入してください。

　　※大学設置分科会から付された留意事項等については記入しないでください。 ７．留意事項等に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　  ※「その他意見」については記入する必要はありません。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

３．「区分」については、「留意事項」「是正意見」「改善意見」の別を記入 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

　してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　※平成２６年度から「留意事項」にかわり、「是正意見」「改善意見」を付しています。 　添付してください。

履行状況調査結果に基づく留意事項等

区　分

「留意事項」
「是正意見」
「改善意見」

の別を通知日の右に記入

左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況
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Ａ－１　留意事項等についての履行状況 （認可組織名　北海道文教大学大学院こども発達学研究科）

１.認可時の留意事項 （「大学設置分科会」から付された留意事項ではなく、「学校法人分科会」から付された留意事項に対するもの）

・特になし

（注）

１．「認可時の留意事項」に対する履行状況について、認可組織毎に作成して ４．定員充足の在り方（定員未充足）に関するの留意事項が付されている場合は、

　ください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※「認可時の留意事項」が付された学校法人は、必ず作成してください。

　　※学校法人分科会から付された留意事項のみ記入してください。 ５．留意事項に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　　※大学設置分科会から付された留意事項については記入しないでください。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

　　※「その他意見」については記入する必要はありません。 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

２．留意事項が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　添付してください。

３．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

　てください。

 認　可　時　の　留　意　事　項  左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況
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２.履行状況調査結果に基づく留意事項等（「大学設置分科会」から付された留意事項等ではなく、「学校法人分科会」から付された留意事項等に対するもの）

・特になし

（注）

１．「履行状況調査結果に基づく留意事項等」に対する履行状況について、認可組織 ４．留意事項等が付されていない場合は、「特になし」と記入してください。

　毎に作成してください。ただし、認可組織が複数ある場合でも、同じ留意事項等が

　付されている場合は一括して取りまとめのうえ記入してください。 ５．「左の履行状況」欄の記入に当たっては、改善の有無、これまでの経緯や対応

　の状況、現状及び問題点等の分析、今後の対応策等について具体的に記入し

２．履行状況調査期間中に付された留意事項等についてはすべて記入してください。 　てください。

　その際、履行状況調査結果の通知年月日を必ず付記してください。

　　※同じ文言の留意事項等が複数年にわたり付されている場合は、留意事項等の文言 ６．定員充足の在り方（定員未充足）に関するの留意事項等が付されている場合は、

　　　の後に通知年月日をそれぞれ並べて記載してください。 　必ず【記入例】にならって実績の推移表を挿入してください。

　　※学校法人分科会から付された留意事項等のみ記入してください。

　　※大学設置分科会から付された留意事項等については記入しないでください。 ７．留意事項等に対する履行状況が確認できる根拠資料(例えば①補助金等の受入れ

　  ※「その他意見」については記入する必要はありません。 　については地方公共団体等からの補助金交付通知書等の写しや、受入れ後の預金

３．「区分」については、「留意事項」「是正意見」「改善意見」の別を記入 　通帳の写し、②寄附金の任意性については寄附金募集要項や、募集趣意書等の写

　してください。 　し、③理事会の議決を要するものについては、理事会の議事録の写し等）を必ず

　※平成２６年度から「留意事項」にかわり、「是正意見」「改善意見」を付しています。 　添付してください。

履行状況調査結果に基づく留意事項等

区　分

「留意事項」
「是正意見」
「改善意見」

の別を通知日の右に記入

左　　　の　　　履　　　行　　　状　　　況
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Ｂ－１　大学等創設事業の実施及び支払状況   （認可組織名　北海道文教大学大学院健康栄養科学研究科）

年度　
　区分

校 地 合 計 0　㎡　0　千円　 0　㎡　0　千円　

（うち造成費） （0　㎡　0　千円） （0　㎡　0　千円）

校舎（基準内） 0　㎡　0　千円　 0　㎡　0　千円　

校舎（基準外） 　　0　㎡　0　千円　 　　0　㎡　0　千円　

校 舎 合 計 　　0　㎡　0　千円　 　　0　㎡　0　千円　

図 書 79　冊　1,355　千円　 79　冊　1,355　千円　

教具・校具・備品 10　点　5,647　千円　 10　点　5,647　千円　

小 計 7,002　千円　 7,002　千円　

7,002　千円　 7,002　千円　

校 地 合 計 0　㎡　0　千円　 0　㎡　0　千円　

（うち造成費） （0　㎡　0　千円） （0　㎡　0　千円）

校舎（基準内） 0　㎡　0　千円　 0　㎡　0　千円　

校舎（基準外） 　　0　㎡　0　千円　 　　0　㎡　0　千円　

校 舎 合 計 　　0　㎡　0　千円　 　　0　㎡　0　千円　

図 書 79　冊　1,355　千円　 79　冊　1,355　千円　

教具・校具・備品 10　点　5,647　千円　 10　点　5,647　千円　

小 計 7,002　千円　 7,002　千円　

7,002　千円　 7,002　千円　

（注）１．認可組織毎に作成してください。

が文科省となされている必要があります。

　　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。
　　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）
　　　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、「当初計画（認可時）」の該当欄を
　　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。
　　　５．学部増、学科増の場合又は大学院の新設、研究科の増設の場合は「新設校の初年度経常経費」の欄は記入の必要はありません。
　　　６．該当する事項がない欄は斜線を引いてください（「－」でも可）。
　　　７．現物寄附がある場合は、当該欄にその旨を明記し、外数で記入してください。
　　　８．今後支払う予定の設置に係る経費がある場合は、「実施状況（29年度現在）」の該当欄に支払予定金額等を記入してください。
　　　９．「当初計画（認可時）」と「実施状況（29年度現在）」とを比較して記載内容に異なる点がある場合には、その全ての相違点について理由を備考欄に記入してくだ
　　　　 さい。

合計申請年度 開設年度

合　　　　計

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

完成年度○○年度 ○○年度

新設校の初年度経常経費

○○年度

新設校の初年度経常経費

合　　　　計

　備　　考

　　　２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）

　　　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

当
初
計
画
（

認
可
時
）

実
施
状
況
（

２
９
年
度
現
在
）
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Ｂ－１　大学等創設事業の実施及び支払状況   （認可組織名　北海道文教大学大学院リハビリテーション科学研究科）

年度　
　区分

校 地 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

（うち造成費）       （0 ㎡　0 千円）       （0 ㎡　0 千円）

校舎（基準内） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校舎（基準外） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校 舎 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

図 書 　137 冊　1,500 千円 　137 冊　1,500 千円

教具・校具・備
品

　  6 点　9,018 千円 　  6 点　9,018 千円

小 計 　　　　 10,518 千円 　　　　 10,518 千円

　　　　 10,518 千円 　　　　 10,518 千円

校 地 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

（うち造成費）       （0 ㎡　0 千円）       （0 ㎡　0 千円）

校舎（基準内） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校舎（基準外） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校 舎 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

図 書 　137 冊　1,500 千円 　137 冊　1,500 千円

教具・校具・備
品

　  6 点　9,018 千円 　  6 点　9,018 千円

小 計 　　　　 10,518 千円 　　　　 10,518 千円

　　　　 10,518 千円 　　　　 10,518 千円

（注）１．認可組織毎に作成してください。

が文科省となされている必要があります。

　　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。
　　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）
　　　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、「当初計画（認可時）」の該当欄を
　　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。
　　　５．学部増、学科増の場合又は大学院の新設、研究科の増設の場合は「新設校の初年度経常経費」の欄は記入の必要はありません。
　　　６．該当する事項がない欄は斜線を引いてください（「－」でも可）。
　　　７．現物寄附がある場合は、当該欄にその旨を明記し、外数で記入してください。
　　　８．今後支払う予定の設置に係る経費がある場合は、「実施状況（29年度現在）」の該当欄に支払予定金額等を記入してください。
　　　９．「当初計画（認可時）」と「実施状況（29年度現在）」とを比較して記載内容に異なる点がある場合には、その全ての相違点について理由を備考欄に記入してくだ
　　　　 さい。

　　　２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）

　　　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

合計

当
初
計
画
（

認
可
時
）

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

新設校の初年度経常経費

合　　　　計

実
施
状
況
（

２
９
年
度
現
在
）

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

新設校の初年度経常経費

合　　　　計

○○年度 申請年度 開設年度 ○○年度 ○○年度 完成年度

　備　　考
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Ｂ－１　大学等創設事業の実施及び支払状況   （認可組織名　北海道文教大学大学院こども発達学研究科）

年度　
　区分

校 地 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

（うち造成費）       （0 ㎡　0 千円）       （0 ㎡　0 千円）

校舎（基準内） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校舎（基準外） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校 舎 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

図 書 　275 冊　1,000 千円 　275 冊　1,000 千円

教具・校具・備
品

　  0 点　    0 千円 　  0 点　    0 千円

小 計 　　　　  1,000 千円 　　　　  1,000 千円

　　　　  1,000 千円 　　　　  1,000 千円

校 地 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

（うち造成費）       （0 ㎡　0 千円）       （0 ㎡　0 千円）

校舎（基準内） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校舎（基準外） 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

校 舎 合 計 　　    0 ㎡　0 千円 　　    0 ㎡　0 千円

図 書 　275 冊　1,000 千円 　275 冊　1,000 千円

教具・校具・備
品

　  0 点　    0 千円 　  0 点　    0 千円

小 計 　　　　  1,000 千円 　　　　  1,000 千円

　　　　  1,000 千円 　　　　  1,000 千円

（注）１．認可組織毎に作成してください。

が文科省となされている必要があります。

　　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。
　　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）
　　　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、「当初計画（認可時）」の該当欄を
　　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。
　　　５．学部増、学科増の場合又は大学院の新設、研究科の増設の場合は「新設校の初年度経常経費」の欄は記入の必要はありません。
　　　６．該当する事項がない欄は斜線を引いてください（「－」でも可）。
　　　７．現物寄附がある場合は、当該欄にその旨を明記し、外数で記入してください。
　　　８．今後支払う予定の設置に係る経費がある場合は、「実施状況（29年度現在）」の該当欄に支払予定金額等を記入してください。
　　　９．「当初計画（認可時）」と「実施状況（29年度現在）」とを比較して記載内容に異なる点がある場合には、その全ての相違点について理由を備考欄に記入してくだ
　　　　 さい。

　　　２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）

　　　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

合計

当
初
計
画
（

認
可
時
）

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

新設校の初年度経常経費

合　　　　計

実
施
状
況
（

２
９
年
度
現
在
）

大
学
等
の
設
置
に
要
す
る
経
費

新設校の初年度経常経費

合　　　　計

○○年度 申請年度 開設年度 ○○年度 ○○年度 完成年度

　備　　考
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（注） １．認可組織毎に作成してください。

　　 ２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談

（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）が文科省となされている必要があります。

　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）

   　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、｢当初計画(認可時)｣の該当欄を

　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。

５．「実施状況（29年度）」欄は、平成29年度現在における当該創設事業全体にかかる設置財源を記入してください。（29年度中の支払額ではありません。）

６．区分欄中の項目名は、当該大学等の設置に係る寄附行為（変更）認可申請書に記載した項目名によってください。

　 　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。

当
初
計
画

（
認
可
時

）

７，００２千円

合　　　　　計

平成２５年度までに学納金等帰属収入から積立てられた現金預金4,181,424千円のうち7,002千円を財
源に充当

Ｂ－２　大学等の設置に要する経費及び開設年度の経常経費の財源の調達状況

平成２５年度までに学納金等帰属収入から積立てられた現金預金4,181,424千円のうち7,002千円を財
源に充当

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

現金預金

（認可組織名　北海道文教大学大学院健康栄養科学研究科）

７，００２千円

合　　　　　計 ７，００２千円

備　　考

実
施
状
況

（
２
９
年
度

）

現金預金 ７，００２千円
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（注） １．認可組織毎に作成してください。

　　 ２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談

（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）が文科省となされている必要があります。

　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）

   　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、｢当初計画(認可時)｣の該当欄を

　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。

５．「実施状況（29年度）」欄は、平成29年度現在における当該創設事業全体にかかる設置財源を記入してください。（29年度中の支払額ではありません。）

６．区分欄中の項目名は、当該大学等の設置に係る寄附行為（変更）認可申請書に記載した項目名によってください。

合　　　　　計 １０，５１８千円

備　　考

　 　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。

実
施
状
況

（
２
９
年
度

）

現金預金 １０，５１８千円
平成２７年度までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金4,945,431千円のうち10,518千
円を財源に充当

合　　　　　計 １０，５１８千円

Ｂ－２　大学等の設置に要する経費及び開設年度の経常経費の財源の調達状況

（認可組織名　北海道文教大学大学院リハビリテーション科学研究科）

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

当
初
計
画

（
認
可
時

）

現金預金 １０，５１８千円
平成２７年度までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金4,945,431千円のうち10,518千
円を財源に充当
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（注） １．認可組織毎に作成してください。

　　 ２．「当初計画」（上段）と「実施状況」（下段）の数値等に差異がある場合は、設置計画の変更に係る事前相談

（場合によっては「設置計画変更協議書」の提出）が文科省となされている必要があります。

　　　　（協議が複数回ある場合は、「※１」「※２」など区分して記入してください。）

   　４．計画変更の内容について、私学行政課法人係に相談の結果、計画変更協議書の提出にまで至らなかった場合は、｢当初計画(認可時)｣の該当欄を

　　　相談の内容に見え消し（認可時の内容に取り消し線を引き、相談の内容を記載）で記入し、備考欄に相談年月日を記入してください。

５．「実施状況（29年度）」欄は、平成29年度現在における当該創設事業全体にかかる設置財源を記入してください。（29年度中の支払額ではありません。）

６．区分欄中の項目名は、当該大学等の設置に係る寄附行為（変更）認可申請書に記載した項目名によってください。

合　　　　　計 １，０００千円

備　　考

　 　３．「当初計画（認可時）」欄について、認可以降に計画変更協議を行った場合（私学行政課法人係に変更協議書を提出済みのものに限る。）には、

　　　「当初計画（認可時）」の該当欄に※を付した上で、協議後の内容に書き換え、備考欄に協議年月日（協議書の日付）を記入してください。

実
施
状
況

（
２
９
年
度

）

現金預金 １，０００千円
平成２７年度までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金4,945,431千円のうち1,000千
円を財源に充当

合　　　　　計 １，０００千円

Ｂ－２　大学等の設置に要する経費及び開設年度の経常経費の財源の調達状況

（認可組織名　北海道文教大学大学院こども発達学研究科）

区　　　　　分 財　源　充　当　額 財　源　の　調　達　方　法

当
初
計
画

（
認
可
時

）

現金預金 １，０００千円
平成２７年度までに学納金等事業活動収入から積立てられた現金預金4,945,431千円のうち1,000千
円を財源に充当
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Ｃ－１　財務運営の状況

（１）資  金  収  支  の  状  況 （　法　人　全　体　） 　　　　　（単位：千円）

２５　　年　　度 ２６　　年　　度 ２７　　年　　度 ２８　年　　度
当初認可時計画における平
成28年度の法人全体の収支

状況(予算)

3,073,892 3,096,727 3,061,712 3,001,584 3,031,296

45,078 45,617 45,921 36,690 44,800

1,100 2,053 8,615 9,953 2,000

366,556 370,091 359,245 408,136 378,025

国庫補助金 198,027 211,878 199,656 231,641 200,000

都道府県補助金 160,486 150,366 151,761 121,393 130,159

市区町村補助金 8,043 7,847 7,828 55,102 47,866

0 0 0 0 0

12,796 8,930 12,759 10,507 2,477

1,358 2,200 2,483 13,748 2,322

52,806 112,996 57,056 89,201 8,510

0 0 0 0 0

627,117 582,015 594,339 535,902 587,560

84,242 228,119 113,364 1,172,777 801,363

△ 706,404 △ 743,848 △ 648,915 △ 693,657 △ 669,175

3,840,492 4,181,424 4,781,843 4,945,431 4,945,431

7,399,033 7,886,324 8,388,422 9,530,272 9,134,609

1,546,628 1,672,315 1,593,631 1,699,725 1,586,957

751,411 663,253 656,522 735,819 708,334

230,807 228,595 234,822 235,511 244,101

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

14,434 145,042 488,195 806,650 1,520,150

54,828 78,142 105,779 341,063 201,583

550,000 300,000 350,000 150,000 150,000

122,127 61,421 50,385 40,476 53,900

50,000

△ 52,626 △ 44,287 △ 36,343 △ 92,346 △ 33,000

4,181,424 4,781,843 4,945,431 5,613,374 4,652,584

7,399,033 7,886,324 8,388,422 9,530,272 9,134,609

※平成25、26年度については、新会計基準の各科目に読み替えて作成してください。

※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類上の合計値を四捨五入で記入）

資産運用支出

その他の支出

資金支出調整勘定

翌年度繰越支払資金

［予備費］

教育研究経費支出

管理経費支出

支
　
出
　
の
　
部

付随事業・収益事業収入

受取利息・配当金収入

雑収入

借入金等利息支出

その他の収入

資金収入調整勘定

前年度繰越支払資金

合計

人件費支出

借入金等返済支出

施設関係支出

設備関係支出

合計

資産売却収入

借入金等収入

前受金収入

科　　　　　目

収
　
入
　
の
　
部

学生生徒等納付金収入

手数料収入

寄付金収入

補助金収入
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（２）事　業　活　動　収　支　の　状　況　（　法　人　全　体　） 　　　　（単位：千円）

２５　　年　　度 ２６　　年　　度 ２７　　年　　度 ２８　年　　度
当初認可時計画における平
成28年度の法人全体の収支

状況(予算)

学生生徒等納付金　（ア） 3,073,892 3,096,727 3,061,712 3,001,584 3,031,296

手数料 45,078 45,617 45,921 36,690 44,800

寄付金　（イ） 2,373 5,597 1,159 1,361 40,000

経常費等補助金　（ウ） 366,556 370,091 359,245 408,136 378,025

付随事業収入 12,796 8,930 12,759 10,507 2,477

雑収入 52,806 112,996 55,538 89,201 8,510

教育活動収入　計 3,553,501 3,639,958 3,536,334 3,547,479 3,505,108

人件費　（エ） 1,560,222 1,675,952 1,601,876 1,717,989 1,644,057

教育研究経費　（オ） 1,007,660 894,908 903,479 1,014,802 935,876

管理経費　（カ） 273,053 270,669 261,315 262,860 286,345

徴収不能額等 748 10,553 2,655 3,962 0

教育活動支出　計 2,841,683 2,852,082 2,769,325 2,999,613 2,866,278

711,818 787,876 767,009 547,866 638,830

受取利息・配当金 1,358 2,200 2,483 13,748 2,322

その他の教育活動外収入 0 0 0 0 0

教育活動外収入　計 1,358 2,200 2,483 13,748 2,322

借入金等利息 0 0 0 0 0

その他の教育活動外支出 0 0 0 0 0

教育活動外支出　計 0 0 0 0 0

1,358 2,200 2,483 13,748 2,322

713,176 790,076 769,492 561,614 641,152

資産売却差額 0 0 0 0 0

その他の特別収入 3,952 7,910 15,607 45,811 2,000

特別収入　計 3,952 7,910 15,607 45,811 2,000

資産処分差額 6,396 1,106 2,833 59,393 0

その他の特別支出 0 0 38,856 0 0

特別支出　計 6,396 1,106 41,689 59,393 0

△ 2,443 6,804 △ 26,082 △ 13,582 2,000

50,000

710,733 796,880 743,410 548,032 593,152

△ 310,949 △ 311,193 △ 814,995 △ 76,531 △ 671,733

399,784 485,687 △ 71,585 471,501 △ 78,581

△ 1,106,824 △ 694,271 △ 208,584 △ 279,803 △ 279,802

12,769 0 366 275,522 0

△ 694,271 △ 208,584 △ 279,803 467,220 △ 358,383

（参考）

事業活動収入　計　（ク） 3,558,811 3,650,068 3,554,424 3,607,038 3,509,430

事業活動支出　計　（ケ） 2,848,079 2,853,188 2,811,014 3,059,006 2,916,278

※平成25、26年度については、新会計基準の各科目に読み替えて作成してください。
※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類上の合計値を四捨五入で記入）
※行の追加・削除は行わないで下さい。（「様式Ｃ－１(４)」で自動計算されるため）

科　　　　　目

教
育
活
動
収
支

収
　
入

支
　
出

教育活動収支差額

翌年度繰越収支差額

基本金組入前当年度収支差額

基本金組入額合計　（キ）

当年度収支差額

前年度繰越収支差額

基本金取崩額

教
育
活
動
外
収
支

収
入

支
出

教育活動外収支差額

〔　予備費　〕

経常収支差額

特
別
収
支

収
入

支
出

特別収支差額
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（３）貸　借　対　照　表（　法　人　全　体　）

２ ５ 年 度 ２ ６ 年 度 ２ ７ 年 度 ２ ８ 年 度 ２ ５ 年 度 ２ ６ 年 度 ２ ７ 年 度 ２ ８ 年 度

8,249,095 8,349,042 8,983,693 8,852,448 1,135,412 1,085,036 1,095,854 1,110,625

6,388,836 6,355,772 6,647,528 7,462,382 421,666 423,270 426,879 481,718

うち、土地　 803,314 924,428 924,428 924,428 うち、長期借入金 0 0 0 0

うち、建物　 4,595,243 4,440,011 4,277,884 5,290,233 うち、学校債 0 0 0 0

うち、構築物 86,464 74,413 69,677 116,085 うち、退職給与引当金 396,437 402,758 411,003 429,267

うち、教育研究用機器備品 266,536 260,467 254,032 490,030 713,747 661,766 668,975 628,907

1,830,000 1,970,000 2,320,000 1,370,000 うち、短期借入金 0 0 0 0

30,259 23,270 16,165 20,066 うち、未払金 56,335 42,277 39,198 52,849

うち、借地権 0 0 0 0 うち、前受金（ｈ） 627,117 582,015 596,940 537,202

うち、有価証券 37 37 37 37 11,360,408 12,157,289 12,900,698 13,448,730

うち、長期貸付金 770 914 942 500 12,054,679 12,365,873 13,180,501 12,981,510

4,246,725 4,893,283 5,012,859 5,706,907 第１号基本金 11,119,679 11,338,873 11,853,501 12,709,510

4,181,425 4,781,843 4,945,431 5,613,374 第２号基本金 710,000 800,000 1,100,000 50,000

0 0 0 0 第３号基本金 20,000 20,000 20,000 20,000

65,300 111,440 67,428 93,533 第４号基本金 205,000 207,000 207,000 202,000

12,495,820 13,242,325 13,996,552 14,559,355 繰 越 収 支 差 額（ｊ） △ 694,271 △ 208,584 △ 279,803 467,220

翌年度繰越収支差額 △ 694,271 △ 208,584 △ 279,803 467,220

12,495,820 13,242,325 13,996,552 14,559,355

4,743,387 5,001,180 5,227,779 5,265,788

31,159 29,561 26,156 27,352

（単位：千円）

固　定　負　債（ｆ）

資　　　産　　　の　　　部 負 債 及 び 純 資 産 の 部

科　　　目 科　　　目

負　　　債　　　（ｅ）固　定　資　産（ａ）

有 形 固 定 資 産

流　動　負　債（ｇ）

特 定 資 産

　うち、現金・預金（ｃ）

　純　資　産　（ｍ）

基　　本　　金（ｉ）

そ の 他 の 固 定 資 産

※平成25、26年度については、新会計基準の各科目に読み替えて作成してください。
※計算書類の各科目を四捨五入した数値を記入してください。（合計欄についても計算書類
　上の合計値を四捨五入で記入）
※行の追加・削除は行わないで下さい。（「様式Ｃ－１(４)」で自動計算されるため）

減価償却額の累計額の合計額

基 本 金 未 繰 入 額 (ｋ)

　その他

流　動　資　産（ｂ）

合　　　　　計　（ｄ）

合計(ｅ)＋(ｍ)

　うち、有価証券
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（４）財　務　比　率　表　（ 法 人 全 体 ） ※自動計算

分　類 比　　　　率

繰 越 収 支 差 額 (j)

負 債 ＋ 純 資 産 (e)+(m)

基 本 金 (i)

基 本 金 要 組 入 額 (i)+(k)

固 定 資 産 (a)

純 資 産 (m)

固 定 資 産 (a)

純資産＋固定負債 (m)+(f)

流 動 資 産 (b)

流 動 負 債 (g)

現 金 預 金 (c)

前 受 金 (h)

総 負 債 (e)

総 資 産 (d)

総 負 債 － 前 受 金 (e)-(h)

総 資 産 (d)

純 資 産 (m)

基 本 金 要 組 入 額 (i)+(k)

人 件 費 (ｴ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

教 育 研 究 経 費 (ｵ)

事 業 活 動 支 出 (ｹ)

管 理 経 費 (ｶ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

事 業 活 動 支 出 (ｹ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

事 業 活 動 支 出 (ｹ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

学生生徒等納付金 (ｱ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

寄 付 金 (ｲ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

補 助 金 (ｳ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)

基 本 金 組 入 額 (ｷ)

事 業 活 動 収 入 (ｸ)
※　(3) 貸借対照表の「(a)～(k),(m)」及び、(2) 事業活動収支の状況の「(ｱ)～(ｹ)」により計算。小数点第１位（小数点第２位を四捨五入）まで記入。
※　新会計基準における各科目は、以下（旧会計基準）のとおり読み替えて作成してください。
　　【読替】　純資産→自己資金　負債＋純資産→総資金　繰越収支差額→消費収支差額　事業活動支出→消費支出　事業活動収入→帰属収入

10.1% 10.1% 11.3%

-8.5% -22.9% -2.1%

84.8% 86.1% 83.2%

0.2% 0.0% 0.0%

78.2% 79.1% 84.8%

92.1% 91.8% 101.9%

31.4% 32.1% 33.2%

7.4% 7.4% 7.3%

98.1% 97.7% 103.4%

45.9% 45.1% 47.6%

8.2% 7.8% 7.6%

3.8% 3.6% 3.9%

749.3% 907.4%

821.6% 828.5% 1044.9%

739.4%

69.6% 65.8%

66.4% 67.4% 63.5%

68.7%

-8.7%

35.4%

7.7%

80.0%

92.7%

２ ７ 年 度 ２ ８ 年 度

-5.6%

99.7%

-1.6% -2.0% 3.2%

99.8% 99.8% 99.8%

２ ５ 年 度 ２ ６ 年 度

基 本 金 組 入 率

貸
　
借
　
対
　
照
　
表

事
　
業
　
活
　
動
　
収
　
支
　
計
 
算
 
書

事 業 活 動 支 出 比 率

経 常 経 費 依 存 率

学生生徒等納付金比率

寄 付 金 比 率

基 本 金 実 質 組 入 率

人 件 費 比 率

教育研究経費構成比率

管 理 経 費 比 率

流 動 比 率

前 受 金 保 有 率

総 負 債 比 率

負 債 率

繰越収支差額構成比率

補 助 金 比 率

9.1%

4.1%

94.0%

43.8%

0.1%

10.3%

72.6%

70.0%

595.0%

666.8%

86.4%

基 本 金 比 率

固 定 比 率

固 定 長 期 適 合 率

算 式 （ × １ ０ ０ ）

区　　　　　　　　　　分

16



Ｄ－１　負債償還計画（法人全体）

区分 

申請年度計画 ○年度計画 ○年度計画 ○年度計画 ○年度計画 完成年度

 借入先 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績 返済実績

千円 年 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円
（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） 使　　途　○○校舎建設費

％ 千円 千円 千円 千円 千円 千円 抵当物件　大　学　校　地
（据置　年） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

（　　） （　　） （　　） （　　） （　　） （　　）

※平均
％ ％ ％ ％ ％ ％ ％

（注）１．借入年度内に返済されるもの（短期）を除くすべての借入金、未払金（申請後に借入等を行ったものを含む）について記入してください。なお、形式上の返済
　　　　　期限が借入年度内であっても、実質的には証書、手形の書替え等により、長期にわたり継続する予定のものは必ず記入してください。この場合は、「返済期間」
　　　　　の欄には実質上の完済予定期間を記入し、「備考」の欄に形式上の決済期限（例えば「３ヶ月手形」等）を記入してください。
　　　２．借入先別、借入年月日別に記入してください。
　　　３．「返済計画」及び「返済実績」欄の（　）内には、当該年度分の利息額を外数で記入してください。
　　　４．「現在残高」の欄には、短期に振り替えた額を含めて記入してください。
　　　５．「事業活動収入に対する負債償還額（元金＋利息）の割合」の欄は、小数点第１位（小数点第２位切捨て）まで記入してください。（ただし、未払金を除く。）
　　　６．調査対象が複数ある場合、「申請時現在の残高」及び「借入金の償還計画及び実績」欄には、開設年度の新しいものの申請時残高を記入してください。
　　　　　また、「借入金に対する返済計画及び実績」の欄は、すべての調査対象が完成年度に達する年度までとします。
　　　７．「※平均」は、各年度の負債償還率を合算し、調査期間の年数で割って算出してください。

○○建設
（未払金）

合　　計

事　業　活　動　収　入　（　予　定　）

事業活動収入に対する負債償還額
（元金＋利息）の割合

×１００
負債償還額（元金＋利息）

事業活動収入

当初借入
金　　額

日本私立学校
振興・共済

事業団

学校債

備　　　考
現在残高

借入金に対する返済計画及び実績申請時
現在の
残　高

申請時
までの
償還額

返済期間
及　　び
利　　率

借　入
年月日

○　○　銀　行

「 該当なし 」 
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Ｅ－１　設置校の入学定員・収容定員の充足状況

　（法人が設置する全ての設置校（高校以下も含めて）について記入） （平成29年5月1日現在）

設    置    校

研究科・学部・学科名 入学 志願 合格 入学 入定 収容 収定 入学 志願 合格 入学 入定 収容 収定

（開設年度） 定員 者数 者数 者数 充足率 定員 充足率 定員 者数 者数 者数 充足率 定員 充足率

北海道文教大学大学院

　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究科

（平成15年度開設）

北海道文教大学大学院

　健康栄養科学研究科

（平成27年度開設）

北海道文教大学大学院

　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科学研究科

（平成29年度開設）

北海道文教大学大学院

　こども発達学研究科

（平成29年度開設）

北海道文教大学　外国語学部 143 136 68

　国際言語学科 100 （21） （21） （21） 0.68 400 376 0.94 100 114 111 55 0.55 400 317 0.79

（平成22年度開設） 〔4〕 〔3〕 〔3〕 〔62〕 (13) (13) (13) (27)

北海道文教大学　人間科学部

　健康栄養学科 150 348 277 155 1.03 600 652 1.08 150 343 284 147 0.98 600 617 1.02

（平成15年度開設） (80) (72) (72) (77) (72) (72)

北海道文教大学　人間科学部

　理学療法学科 80 424 217 119 1.48 320 414 1.29 80 386 189 104 1.30 320 418 1.30

（平成18年度開設） (61) (33) (33) (57) (32) (32)

北海道文教大学　人間科学部

　作業療法学科 40 158 91 55 1.37 160 200 1.25 40 121 84 42 1.05 160 185 1.15

（平成19年度開設） (35) (22) (22) (29) (20) (20)

北海道文教大学　人間科学部

　看護学科 80 426 247 100 1.25 320 389 1.21 80 543 249 96 1.20 320 389 1.21

（平成20年度開設） (42) (32) (32) (42) (31) (31)

北海道文教大学　人間科学部

　こども発達学科 100 238 202 111 1.11 340 399 1.17 100 218 205 115 1.15 360 425 1.18

（平成22年度開設） (38) (38) (38) (26) (26) (26)

北海道文教大学明清高等学校

（昭和34年度開設）

北海道文教大学附属幼稚園

（昭和45年度開設）
78 0.97－ － － － －－ － － － － －

93 0.58 480－ － － － － －

－ － 80

284 0.59－ － 160 193 179

－ － － －

平成26年度　入学定員増　80名→100
名

平成26年度　入学定員増　80名→100
名

－ － － － － －－ － － － － －

－ － －

－ － － －

－ － － － － －

－ － － － － －

－ － － －－ － －

－ － － － － －

－ － －－ － － － － －

平成26年度 平成27年度

現員 備考 現員 備考

－ － － －－ － －
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（平成29年5月1日現在）

設    置    校 平均入学

研究科・学部・学科名 入学 志願 合格 入学 入定 収容 収定 入学 志願 合格 入学 入定 収容 収定 定員充足率

（開設年度） 定員 者数 者数 者数 充足率 定員 充足率 定員 者数 者数 者数 充足率 定員 充足率

北海道文教大学大学院

　ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ研究科 2 1 1 0.2 10 9 0.90 7 7 6 1.20 10 8 0.80 0.70

（平成15年度開設） 〔1〕 〔0〕 〔0〕 〔7〕 〔7〕 〔6〕 〔6〕

北海道文教大学大学院

　健康栄養科学研究科 0.37

（平成27年度開設）

北海道文教大学大学院

　ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科学研究科 1.00

（平成29年度開設）

北海道文教大学大学院

　こども発達学研究科 1.25

（平成29年度開設）

北海道文教大学　外国語学部 121 118 71 110 106 56

　国際言語学科 100 (14) (14) (14) 0.71 400 315 0.78 100 (8) (8) (8) 0.56 400 274 0.68 0.62

（平成22年度開設） 〔7〕 〔5〕 〔5〕 〔38〕 〔10〕 〔10〕 〔9〕 〔43〕

北海道文教大学　人間科学部

　健康栄養学科 150 348 316 173 1.15 600 614 1.02 150 285 261 128 0.85 600 593 0.98 1.00

（平成15年度開設） (104) (99) （99） (82) (80) (79)

北海道文教大学　人間科学部

　理学療法学科 80 400 204 89 1.11 320 410 1.28 80 272 202 98 1.22 320 402 0.25 1.27

（平成18年度開設） (60) (34) (34) (46) (37) (36)

北海道文教大学　人間科学部

　作業療法学科 40 120 87 50 1.25 160 193 1.20 40 95 78 40 1.00 160 188 1.17 1.16

（平成19年度開設） (24) (22) (22) (20) (20) (20)

北海道文教大学　人間科学部

　看護学科 80 596 244 87 1.08 320 374 1.16 80 451 237 103 1.28 320 392 1.22 1.20

（平成20年度開設） (46) (33) (32) (48) (37) (37)

北海道文教大学　人間科学部

　こども発達学科 100 195 189 109 1.09 380 433 1.13 100 220 185 95 0.95 400 421 1.05 1.07

（平成22年度開設） (28) (28) (28) (18) (18) (18)

北海道文教大学明清高等学校

（昭和34年度開設）

北海道文教大学附属幼稚園

（昭和45年度開設）

（注）１．調査年度までの過去４年間の状況について記入してください。ただし、大学院や短大等、修業年限期間が４年間ではない場合は、修業年限期間分を記載してください。（例えば、６年制学部の場合は過去６年間）

　　　３．推薦入学がある場合には、（　）を設け内数で記入してください。

　　　４．留学生がいる場合には、〔　〕を設け内数で記入してください。

　　　５．入定充足率、収定充足率は、小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで記入してください。（百分率（％）ではなく、小数で記入してください。）

　　　６．平均入学定員充足率は、各年度の入定充足率を合算し、調査期間の年数で割って算出してください。（小数点第２位（小数点第３位切捨て）まで）

　　　７．学生募集停止をしている学科等がある場合は、該当する学科等の備考欄に「平成○○年度学生募集停止、平成○○年度廃止予定」等と記載してください。

　　　８．現員が０名の学科等については、備考欄に廃止予定時期（廃止予定がない場合はその理由）を記載してください。なお、既に廃止の認可を受けている学科等は記載する必要はありません。

　　　９．その他、学部・学科等の名称変更等があった場合は、備考欄にその旨を記載してください。

　　　１０．「入学者数」には、各年度の５月１日現在に在籍していた者の数を記入してください。したがって、一度入学手続きをしても５月１日までに、退学、除籍した者については除いてください。

　　　１１．設置校大学（短大含む）において学部（短大は学科）ごとの平均入学定員充足率が０．７倍未満の学部（短大は学科）がある場合は、「Ｅ－１（別紙）」の様式により学生確保の取組状況について記入し、Ｅ－１の次に添付してください。

83 1.03 ―

　　　２．大学、短大については学科単位、大学院については研究科単位で記入してください。大学、大学院、短大以外の学校種については学校単位で記入してください。

－ － － － － 80

0.49

－ － － － － 80 77 0.96

62 0.38 480 232 0.48

5 1.25

平成26年度　入学定員増　80名→100名 平成26年度　入学定員増　80名→100名

1.25 4

160 170 162 86 0.53 480

4 5 5 5

141245 0.51 160 160

4 1.00

－ － － － － － － －

4 4 4 4 1.00 4

5 0.62

－ － － － － － － －

4 2 2 2 0.50 8

5 5

4 1 1 1 0.25 8 7 0.87

平成28年度 平成29年度

現員 備考 現員 備考
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Ｅ－１（別紙）　学生確保の取組状況

該当学部　　外国語学部　（短大の場合は学科）

※　学生確保についての具体的な取組状況及びその効果、定員充足に向けた見通しを記載してください。

　外国語学部国際言語学科の定員確保に係る具体的な取り組み状況は以下のとおりです。

　１．外国語学部国際言語学科では、グローバル社会の到来と時代の要請から従来の３言語（英語・中国語・日本語）教育から英語教育へその軸足を明確に
　　した。それに伴いカリキュラムを変更し、新カリキュラムに対応する新入生を平成29年度より迎えた。
　　さらに、日本語禁止の環境整備としてＧｌｏｂａｌ　Ｃｏｍｍｕｎｉｔｙ　Ｃｅｎｔｅｒ機能を充実させ、さらに、「認定海外語学留学支援制度」もスタートした。

　２．従来も外国語学部国際言語学科では、アドミッションポリシーを公表し、その求める学生像を明らかにしてきたが、受験生である高校生により理解し易い
　　ように、文章量を整理し、平易で分かりやすい表現に改め、平成30年度募集要項等に明記した。

　３．「英語教育」への移行に伴い入試制度の改善をおこなっている。国際言語学科では一般入学試験において、平成29年度入試より「英語資格検定試験」を
　　利用した入試制度を導入し合否判定に活用している。さらに、平成30年度入試からは、ＡＯ入試も改善し①「プレゼンテーション入試」②「パフォーマンス入
　　試」を導入し多様な入試制度を受験生にアピールしている。

　４．地域に根差した高等教育機関として北海道内外を中心に効果的な高校訪問先を検討し、高校生の進路決定の時期に、志願者の実際に即した広報活動
　　を行っている。さらに高等学校からの要請ある分野別説明会には積極的に参加し、且つ高校生徒に直接面談できる進学相談会も数多く参加し、直接的対
　　応を積極的に行っている。

　５．学生募集活動で重要と位置づけているオープンキャンパスは、極力学生主体で実施し、本学学生が志願者と直接コミュニケーションを取る事により、外
　　国語学部の教育内容や留学制度、学生生活を紹介するなど、受験生が大学での学びをイメージしやすい様に多様な角度から実施している。

　６．外国語学部の志願者を対象に「ＢＵＮＫＹＯ Ｅｎｇｌｉｓｈセミナー」（外国語学部のみ実施）、「文教模試2017（英語・国語）」（外国語学部国際言語学科主
　　催）、「推薦入試直前講座」（全学主催）などの各種セミナーを実施し、志願者に積極的にアプローチする機会を多くしている。

　７．外国語学部が中心となり、外国人留学生を確保するために国内外に向けて広報活動、学生募集活動並びに入試を実施している。

　８．学生募集に係る広報媒体をより効果的に活用する方策として本学ホームページと共に新たに情報発信サイトを設け、動画コンテンツの充実やＳＮＳの活
　　用を視野に平成29年夏にスタートした。
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Ｆ－１　役員等の氏名等

①　役　　員 (平成２９年７月１日現在）

理事 定数 6 人以上8人以内 理事選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 平成２８年度中の

〔任期 2 年 理事会開催回数

実数 人 寄附行為第6条　理事は次の各号に掲げる者とする。 号 人 人

人 ①北海道文教大学学長 1 1 6 回

人 ②評議員のうちから評議員会において選任した者1人又は2人 １～2 1

人 ③学識経験者のうちから理事会において選任した者4人以上5人以内 4～5 5

監事 定数 2 人 任期 2 年 ２　前項の第1号及び第2号の理事は、学長及び評議員の職を退いたときは理事の職を失うものとする。 0 回

実数 人

人 6 回

人

人

の別

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

(※１)役員報酬が無報酬であり、かつ平成28年1月1日～平成28年12月31日までの間に当該法人の教職員であった場合は、備考欄に当時の職名等を記入すること。

(※２)「理事会への実出席回数」欄は、「平成28年度中の理事会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入願います。

定例

選 任 条 項 別 定 数 実 数

（1号理事を除く）〕 区分 定数 実数

計 7 2

うち
外部理事 3 3

常 勤 4

非常勤 3 1

計 2 （寄附行為において、兼任等により理事定数を減じる旨の規定がある場合は、以下に当該条項を記入すること。） ・

うち
外部理事 2 ・

・ 臨時

常 勤 0 ・

非常勤 2 ・ 計

理 事 ・ 職 名 又 は 代 表 権 の フ　　リ ガ　　ナ 性別

理事会へ
の実出席

回数の有無区 別

項又
選任区分

員該当

担 当 職 務 範 囲 年齢 （重任年月日） （登記年月日） は号

最終学歴
全報酬額

監 事 の 氏 名 現 職 住 所

理事 理事長
法人の全て

の業務 鈴木
スズキ

　武夫
タケオ 男 常 勤

北海道文教大学長
（学）杏林学園理事
（学）滋賀学園理事・評
議員
（学）鎌倉女子大学理
事・評議員

(※1)うち
役員報酬額

就任年月日 役 員 変 更 届
届 出 年 月 日

6
理事長就任
平成12年4月26日(H28.  4.　1) (H28.  4.18)

Ｓ44. 4. 1 Ｈ27.　3.18 6-1-1 大学学長

備　　　考

常 勤 ・ 報酬年額 就　　　　　任 選 任 区 分 等 外部役 (※2)

非 常 勤

○ 6
(H28.  6.　1)

なし
Ｈ12. 6. 1女

非 常 勤

理事 常務理事 浅見
アサミ

　晴
ハル

江
エ

女
常 勤

Ｈ28.　6.23 6-1-2
評議員（評議
員会選任）理事 北崎

キタザキ

　迪子
ミチコ

Ｈ28.　6.23 6-1-3
学識経験者

（理事会選任） 6
(H28.  6.　1)

学校法人鶴岡学園
事務局長

H18. 6. 1

○ 6
(H28.  6.　1)

なし
Ｈ4. 4.12男

非 常 勤

理事 橘内
キツナイ

　　勇
イサム

男
常 勤

Ｈ28.　6.23 6-1-3
学識経験者

（理事会選任）理事 伊藤
イトウ

　雅夫
マサオ

Ｈ28.　6.23 6-1-3
学識経験者

（理事会選任） 6
(H28.  6.　1)

北海道文教大学副
学長、人間科学部
長、教授

Ｈ26. 6. 1

5
-

北海道文教大学教
授、国際言語学科
長

H28  6.　1男
常 勤

理事 松本
マツモト

　博樹
ヒ ロ キ

男
非 常 勤

Ｈ28.　6.23 6-1-3
学識経験者

（理事会選任）理事 中村
ナカムラ

　　至
イタル

6-1-3
学識経験者

（理事会選任） ○ 5
-

恵庭体育協会会長
H28  6.　1

理事長就任日
（重任の場合、当初就任日）

重任して就任した場合
直近の理事長就任日

代表権登記日
（重任の場合は直近）

重任の場合、法務局に確認の上で重任の登記が不要
だった場合は、下記に「重任時の登記は不要」と記載

平成12年4月26日 平成28年4月1日 平成28年4月18日

Ｈ28.　6.23
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の別

千円 千円

千円 千円

(※)「理事会への実出席回数」欄は、「平成28年度中の理事会開催回数」のうち、書面による出席を除いた実出席の回数を記入願います。

①－２　役員に対する退職金等支給状況（平成２８年度）

の別

千円 千円

※役員としての退職金等が支給されている場合は、当該退職金等の支給の基礎となっている期間について「退職金等の支給の基礎となっている期間」欄の下段に（　）書きで記入してください。

備　　　考監 事 の 氏 名 非 常 勤

理 事 ・ 職 名 又 は 代 表 権 の フ　　リ ガ　　ナ 性別 常 勤 ・ 報酬年額 就　　　　　任

現 職 住 所 最終学歴
全報酬額

選 任 区 分 等 外部役 （※）
理事会
への実
出席回
数

（重任年月日） （登記年月日）
うち

役員報酬額

就任年月日 役 員 変 更 届
届 出 年 月 日

項又
選任区分

員該当

は号 の有無

監事 鈴木
スズキ

　  豊
ユタカ

男

非 常 勤

区 別 担 当 職 務 範 囲 年齢

Ｈ28.　6.23 7-1 ○ 5

(H28.  6.　1)

公認会計士鈴木豊事
務所
（学）京都外国語大学
監事
(株)三井ﾊｲﾃｯｸ 社外
取締役

Ｈ17. 5.11

Ｈ28.　6.23 7-1監事 荻根澤
オギネザワ

　則文
ノリフミ

○ 6
-

なし
Ｈ28.　6.1男

非 常 勤

退職金等の支給の
基礎となっている期間 備　　　考監 事 の 氏 名 非 常 勤

区 別 始期年月日 終期年月日

理 事 ・ フ　　リ ガ　　ナ 常 勤 ・

退 職 金 等
（うち役員と
しての退職

金等）

H28.5.31

（Ｈ13.4.1） （Ｈ28.5.31）
監事 浅 川

ア サ カ ワ

修 二
シ ュ ウ ジ

非 常 勤
H13.4.1
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②　評　議　員 (平成２９年７月１日現在）

定数　13人以上17人以内 実数 17 人 任期 2 年 評議員選任条項（寄附行為の選任条項を記入すること。） 平成28年度中の

（ ― 号評議員を除く） 評議員会開催回数

寄附行為で評議員会の「議決」を要するとしている事項 号 人 人

ア． 予算 カ． 合併 回

イ． 借入金 キ． 解散

ウ． 重要な資産の処分 ク． 収益事業 回

エ． 事業計画 ケ． その他

オ． 寄附行為の変更 （具体的に記入）

（該当事項がある場合は、該当欄に○印、 回

ただし、寄附行為で諮問事項としているものは除く。）

※　評議員会開催回数のカウントにおいて、同一日に複数回開催した場合は「1回」でカウントしてください。

選 任 条 項 別 定 数 実 数

第２４条  評議員は、次の各号に掲げる者とする。
  ①  この法人の職員で理事会において推薦された者のうち
　　から評議員会において選任した者３人以上５人以内
  ②  この法人の設置する学校を卒業した者で年令25才以
　　上の者のうちから、理事会において選任した者５人以上
　　６人以内
  ③  学識経験者のうちから、理事会において選任した者５
　　人以上６人以内
２  前項第１号に規定する評議員は、この法人の職員の地
　位を退いたときは評議員の職を失うものとする。

区分 定数 実数

5

3

臨時 0

2 5～6 6 定例

議 決 事 項 該当 議 決 事 項 該当 1 3～5

3 5～6 6

・

計 3

・

※寄附行為上、職務を兼務している場合は定数を減ずることができる
旨の規定がある場合は、その条項についても記入してください。

・

選 任 区 分 等
備　　　考

氏 名 年齢 就任年月日 重任年月日 項又は号 選任区分

フ　　リ　　ガ　　ナ 性別
現　　　　　職 住　　　　所 最終学歴 就　　　　　任

佐藤
サ ト ウ

 信雄
ノ ブ オ

男 北海道文教大学教授
こども発達学科長

山本
ヤマモト

　淑子
ヒ デ コ

女 学校法人鶴岡学園
事務局財務部長・会計課長

H21.4.1 H28.6.1 24-1-1
法人職員

（評議員会選任）

H28.6.1 24-1-1
法人職員

（評議員会選任）
H24.6.1

能代
ノ シ ロ

　　茂
シゲル

男 北海道文教大学明清高等学校
長

中村
ナカムラ

　至
イタル

男 北海道文教大学教授
国際言語学科長

H26.6.1 H28.6.1 24-1-1
法人職員

（評議員会選任）

H28.6.1 24-1-1
法人職員

（評議員会選任）
兼理事H16.6.1

浅見
ア サ ミ

　晴江
ハルエ

女 学校法人鶴岡学園事務局
事務局長

小田
オ ダ

　進一
シンイチ

男 北海道文教大学教授
北海道文教大学附属幼稚園長

S63.5.29 H28.6.1 24-1-2
卒業生

（理事会選任）
兼理事

― 24-1-1
法人職員

（評議員会選任）
H28.6.1

H28.6.1 24-1-2
卒業生

（理事会選任）
評議員選任理事北

キタ

崎
サキ

　迪子
ミ チ コ

女
なし H4.4.12
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名 年齢 就任年月日 重任年月日 項又は号 選任区分

フ　　リ　　ガ　　ナ 性別
現　　　　　職 住　　　　所 最終学歴 就　　　　　任 選 任 区 分 等

備　　　考
氏

栃
トチ

崎
ザキ

　雅子
マ サ コ

女
なし

斉藤
サイトウ

　道子
ミ チ コ

女
なし

S63.5.29 H28.6.1 24-1-2
卒業生

（理事会選任）

H28.6.1 24-1-2
卒業生

（理事会選任）
H4.4.12

小向
コムカイ

　朝子
ト モ コ

女
なし

池田
イ ケ ダ

　啓子
ケ イ コ

女
なし

H22.6.1 H28.6.1 24-1-2
卒業生

（理事会選任）

H28.6.1 24-1-2
卒業生

（理事会選任）
H16.6.1

伊藤
イ ト ウ

　雅夫
マ サ オ

男
なし

鈴木
ス ズ キ

　武夫
タ ケ オ

男 北海道文教大学長
（学）杏林学園理事
（学）滋賀学園理事・評議員
（学）鎌倉女子大学理事・評議員

H4.4.12 H28.6.1 24-1-3
学識経験者

（理事会選任）
兼理事

H28.6.1 24-1-3
学識経験者

（理事会選任）
兼理事S44.4.1

野村
ノ ム ラ

　直樹
ナ オ キ 男 学校法人鶴岡学園

事務局就職部長

橘内
キツナイ

　　勇
イサム

男 北海道文教大学副学長
人間科学部長、教授

H26.6.1 H28.6.1 24-1-3
学識経験者

（理事会選任）

H28.6.1 24-1-3
学識経験者

（理事会選任）
兼理事H26.6.1

澤田
サ ワ ダ

　　隆
タカシ

男 北海道文教大学教授
外国語学部長

新田
ニ ッ タ

　　隆
タカシ

男 学校法人鶴岡学園
事務局入試広報部長

H28.6.1 ― 24-1-3
学識経験者

（理事会選任）

H28.6.1 24-1-3
学識経験者

（理事会選任）
H26.6.1
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③　理事、監事、評議員に欠員（各選任区分における欠員を含む。）のある場合は、その理由及び補充の目途を記入してください。

④　法人運営について日常的に協議等を行う常務理事会等がある場合は、その名称、設置根拠及び開催状況（原則週１回、月２回等）等を記入してください。

名 称

（注）　設置の根拠欄には、規程等の名称・条項等を記入する。

⑤　理事会と教学組織との意思疎通を図るため、合同会議等を設置している場合は、その名称、設置根拠、構成員、開催状況（原則週１回、月２回等）等を記入してください。

名 称

（注）　設置の根拠欄には、規程等の名称・条項等を記入する。

学校法人鶴岡学園常勤理事会 学校法人鶴岡学園常勤理事会規程
理事長、常務理事、学園の常勤
職員である理事

随時

区　　　分 理　　　　　　　　　　　　　　由 補　　　充　　　の　　　目　　　途

理　　　事 該当なし

監　　　事 該当なし

評　議　員 該当なし

設 置 の 根 拠 構 成 員 開 催 状 況 等

設 置 の 根 拠 構 成 員 開 催 状 況 等

該当なし
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⑥　監事に対する支援体制等

【ⅰ情報提供】
 ◇学校法人の業務や財産に関する情報提供について、どのような情報を、どの程度の頻度で、またどのような方法を用いて情報提供しているのか等について具体的に説明すること。
　　・監事が理事会に毎回出席した際に、理事長から監事へ近々の法人業務の報告をしている。　また、財務関連事項は、理事会前に事業計画書・事業報告書に係る財務状況・決算分析等の
　　説明を財務部門の職員が行ったうえで、適時、監事の指示・指導を受けることで適正かつ積極的な情報提供の環境整備に努めている。

【ⅱ情報共有】
 ◇内部監査部門との情報共有の実績、成果等について具体的に説明すること。
　　・内部監査規程に基づき、理事長の指名する内部監査人による公的研究費に係る監査を事前に実施したうえで監事監査を実施している。監査は公的研究費の適正な運営・管理及び不正行為
　　の防止を目的とする内部統制全般であり、監事と内部監査人の情報共有が図られ、監査結果を踏まえた各種ルールや手続きの整備・見直しに反映されている。なお、公的研究費にあっては、
　　監査の質を一定に保つため監査手順を示したマニュアルを整備している。

【ⅲサポート体制】
 ◇監事業務をサポートする人員の配置、常勤非常勤の別、監事業務のサポート内容、実績等について具体的に記入すること。
　　・監事業務のサポートは、常勤の総務部門と財務部門の職員が担当しており、財務状況、ガバナンス・マネジメント、大学改革等について、毎理事会前後に意見調整を行い、監事業務を
　　支援するようにしている。また、内部監査規程に基づき、理事長の指名する内部監査人による公的研究費に係る監査を事前に実施したうえで監事監査を実施した。

【理事長等から監事に対して報告している事項】
　　・監事が理事会に毎回出席した際に、理事長から監事へ近々の法人業務の報告をしている。

【監事から指摘を受けて改善等に取り組んでいる事項】
　　・該当なし

　監事に対する情報の提供等の支援体制について、(ⅰ)学校法人の業務や財産に係る積極的な情報提供、（ⅱ)内部監査部門等との情報共有、(ⅲ)監事業務をサポートする人員の配置等の取組内
容を具体的に記入してください。
　 また、　理事長等から監事に対して報告している事項及び監事から指摘を受けて改善等に取り組んでいる事項があれば記入してください。

監　査　の　充　実　を　図　る　た　め　の　取　組　内　容　等
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Ｆ－２　管理運営の状況

 ①-1　理事会の開催状況

人 人 人 人

◯ 平成28年度中に一度も出席していない理事氏名（この場合の出席とは、書面出席等ではなく実出席で考える。）を右記に記載。 該当なし

※当該理事が調査時点で退任している場合はその旨（）で記載。（記載例：（29.3.31退任））

◯ 書面での意思表示をもって出席者とみなす場合、右記に寄附行為該当条項を記載。（該当なしの場合は右記に「－」を記載。） 学校法人寄附行為第17条第10項

◯ 学校法人で使用している「書面での意思表示」の雛型又は直近で使用した書面を１枚、当ページの後ろに添付すること。

（注）１．記入範囲は、平成28年度予算の議決から始まり、平成28年度決算の議決及び監事の監査報告までの理事会としてください。

　　　２．同一日に複数回開催した場合は、それぞれの開催回ごとに記入してください。

　　　３．「平成28年度理事会実出席率」欄には、それぞれ平成28年度中（平成28年４月１日～平成29年３月３１日）の実出席率（「平成28年度中に開催された理事会

      の出席者数(b)欄の合計」÷「平成28年度中に開催された理事会の現員(a)欄の合計」）を小数点以下第２位まで記入してください。

　　　（小数点以下第３位を四捨五入）

区
分

開 催 日 現 在 の 状 況
開 催 年 月 日

出席者数等
監事の

出席状況
議　　　　　　事　　　　　　内　　　　　　容

定　　員 現　員(a)
出席者
数(b)

実出席率
(b/a)

意思
表示

理
　
　
事
　
　
会

平成28年3月22日

平成28年8月30日

平成28年11月2日

／

0

／

7 7 1.00 0
平成28年12月14日 2 ／

7 7

2
学園理事長の選任、平成27年度学園補正予算、平成28年度学園事業計画及び収支予算、平成28年度特別事業計画、学園第2
号基本金の組み入れ、大学外国語学部英米語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科廃止、大学外国語学部英米語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科廃止に伴う学園寄
附行為一部改正、平成28年度学園職員人事、学園諸規程の制定及び一部改正、平成28年度大学非常勤講師の採用

6人以上
8人以内

6 6 1.00 0

平成28年5月26日 2

2

／ 2
平成27年度学園事業報告、平成27年度学園収支決算及び監査報告、平成28年度学園職員人事、平成29年度大学の納付金(編
入学含む)、平成29年度大学院の納付金、学園諸規程の一部改正、学園役員及び評議員の選任6 6 1.00

2
平成28年度学園職員人事、大学名誉教授の称号授与、大学客員教授の委嘱、学園諸規程の制定及び一部改正、高校学則の一
部改正、高校特待生規程の一部改正、学園職員安全衛生管理規程に基づく総括安全管理者の指名7 7 1.00 0

2

2
平成29年度学園予算編成方針、学園創立75周年記念事業、平成28年度学園職員人事、平成29年度高校の納付金、学園諸規程
の制定及び一部改正7 7 1.00 0

2 ／

2 平成29年度学園予算編成方針、平成28年度・平成29年度学園職員人事、学園諸規程の一部改正

2 ／ 2
学園「教育100年ﾋﾞｼﾞｮﾝ」、学園理事の担当業務、平成28年度・平成29年度学園職員人事、学園参与の委嘱、学園諸規程の制定
及び一部改正、平成29年度大学非常勤講師の採用、平成29年度高校時間講師の採用1.00 0

7 7 1.00 0

平成29年2月24日

平成29年3月29日 1 ／ 2
学園寄附行為の一部改正、学園「教育100年ﾋﾞｼﾞｮﾝ」、平成28年度学園補正予算、平成29年度学園事業計画及び特別事業計画、
平成29年度収支予算、学園第2号基本金の組み入れ、平成29年度学園職員人事、学園諸規程の一部改正

／ 2
学園寄附行為の認可申請、平成28年度学園事業報告、平成28年度学園収支決算及び監査報告、平成29年度学園職員人事、平
成30年度大学の納付金(編入学含む)、平成30年度大学院の納付金、学園諸規程の一部改正

2
7 7 1.00 0

平成２８年度理事会実出席率 1.00

平成29年5月31日
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①-（２）評議員会の開催状況

人 人 人 人

◯ 平成28年度中に一度も出席していない評議員氏名（この場合の出席とは、書面出席等ではなく実出席で考える。）を右記に記載。 該当なし

※当該評議員が調査時点で退任している場合はその旨（）で記載。（記載例：（29.3.31退任））

◯ 書面での意思表示をもって出席者とみなす場合、右記に寄附行為該当条項を記載。（該当なしの場合は右記に「－」を記載。） 学校法人寄附行為第20条第9項

◯ 学校法人で使用している「書面での意思表示」の雛型又は直近で使用した書面を１枚、当ページの後ろに添付すること。

（注）１．記入範囲は、平成28年度予算の議決から始まり、平成28年度決算の議決及び監事の監査報告までの評議員会としてください。

　　　２．同一日に複数回開催した場合は、それぞれの開催回ごとに記入してください。

　　　３．「平成28年度評議員会実出席率」欄には、それぞれ平成28年度中（平成28年４月１日～平成29年３月３１日）の実出席率（「平成28年度中に開催された評議員会の

      出席者数(b)欄の合計」÷「平成27年度中に開催された評議員会の現員(a)欄の合計」）を小数点以下第２位まで記入してください。

　　　（小数点以下第３位を四捨五入）

区
分

開催日現 在 の 状況
開 催 年 月 日

出席者数等
監事の

出席状況
議　　　　　　事　　　　　　内　　　　　　容

定　　員 現　員(a)
出席者
数(b)

実出席率
(b/a)

意思
表示

評
　
　
議
　
　
員
　
　
会

平成28年3月22日

17人以内
平成28年5月26日

平成28年12月14日

17
平成29年5月31日

／ 2
学園理事長の選任、平成27年度学園補正予算、平成28年度学園事業計画及び収支予算、平成28年度特別事業計
画、学園第2号基本金の組み入れ、大学外国語学部英米語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ学科廃止、大学外国語学部英米語ｺﾐｭﾆｹｰｼｮ
ﾝ学科廃止に伴う学園寄附行為一部改正13人以上 16 16 1.00 0

2

／ 2
平成27年度学園事業報告、平成27年度学園収支決算及び監査報告、学園役員及び評議員の選任、学園評議員会
議長の選出、学園監事候補者の選任に関する同意15 15 1.00 0

2

2 ／ 2 平成29年度学園予算編成方針
17 14 0.82 3

学園寄附行為の一部改正、学園「教育100年ﾋﾞｼﾞｮﾝ」、平成28年度学園補正予算、平成29年度学園事業計画及び特
別事業計画、平成29年度収支予算、学園第2号基本金の組み入れ17 15 0.88 2

平成29年3月29日 1 ／ 2

2 ／ 2 学園寄附行為の認可申請、平成28年度学園事業報告、平成28年度学園収支決算及び監査報告
15 0.88 2

平成２８年度評議員会実出席率 0.91
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②　当初予算及び決算についての理事会等における審議状況及び財務書類等の備付け等の状況

 （１）　当初予算及び決算についての理事会、評議員会における審議及び報告の状況 （２）　資産総額の変更登記及び財務書類等の備付けの状況

平成２８年度資産総額の変更登記 平成 29 年 5 月 31 日

ア．平成２８年度当初予算 平成２８年度財務書類等の備付時期 平成 29 年 5 月 31 日

（平成２８年度補正予算（最終）） 平成２８年度財務書類等の備付場所 事務局財務部会計課

イ．平成２７年度決算

ウ．平成２９年度当初予算
備
付
け

閲
覧

備
付
け

閲
覧

備
付
け

閲
覧

エ．平成２８年度決算 ア．財産目録 ○ ○ ○ ○ キ．監査報告書

オ． イ．資金収支計算書 ○ ○ オ．貸借対照表 ○ ○ ク．その他

○ ○ カ．事業報告書 ○ ○ （ ）

上記の各事項について、所定の期日（当初予算：毎会計年度開始前、決算：毎会計年度終了後２月以内（私立学校法第４６条及び第４８条））までに審議していない場合及び

　寄附行為に定める所定の手続きを行わなかった場合は、その理由を簡潔に記入してください。

③　平成２８年度当初予算又は補正予算に計上されていない、期中における借入金、重要な資産の処分の有無

　（１）　借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く）の有無

理事会審議年月日 年 月 日 （ ）

評議員会審議年月日 年 月 日

　（２）　重要な資産の処分の有無

理事会審議年月日 年 月 日 （ ）

評議員会審議年月日 年 月 日

（注）　有、無のいずれかに○印を付してください。

借入金（当該会計年度内の収入をもって償還する一時の借入金を除く。）、重要な資産の処分に関する事項について、理事会、評議員会において審議（私立学校法第４２条）

　していない場合は、その理由を簡潔に記入してください。

　していない場合は、その理由を簡潔に記入してください。

寄附行為に定めている資産総額の変更登記の期限 2月以内

平成28年3月22日
12時00分

（　　　　14時20分　　　　）

平成28年3月22日
13時00分

平成29年3月29日
12時00分

（　　　　14時20分　　　　）

平成29年3月29日
13時00分

平成28年5月26日
12時00分

（　　　　13時50分　　　　）

平成28年5月26日
13時00分

備え付けている財務書類等の種類及び閲覧に供している財務書類等の種類について、下記該
当事項に○印を付してください。

審議事項
理事会

開催日時
評議員会
開催日時

平成29年3月29日
12時00分

（　　　　14時20分　　　　）

平成29年3月29日
13時00分

平成29年5月31日
12時00分

（　　　　14時10分　　　　）

平成29年5月31日
13時00分

エ．事業活動収支計
算書

平成２８年度監事の監査報告
平成29年5月31日

12時00分
（　　　　14時10分　　　　）

平成29年5月31日
13時00分

ウ．活動区分資金収支
計算書

有 無 有の場合 ：

有 無 有の場合 ：

(※)予算審議に係る理事会を同日に複数回開催している場合（又は理事会を中断した場合）は、最
後に開催した時刻（又は再開した時刻）を（　）に記入してください。

あらかじめ、評議員会の意見を聞

あらかじめ、評議員会の意見を聞
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③-1　　監事の職務執行状況 （私立学校法第３７条第３項）

（１）　業務状況の監査

②　監査方法・内容：

（うち教学監査について）

（うち教学監査について）

（２）　財産状況の監査

②　監査対象分野・事項：

④　公認会計士との連携の状況：

（３） 有 ・ 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

（４） 有 ・ 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

学校会計基準に準拠し適正に処理されていることを確認した。

（公認会計士の監査の実施日・期間：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

監査の結果、不正の行為又は法令
若しくは寄附行為に違反する重大
な事実があるとき、所轄庁への報
告又は理事会及び評議員会への
報告

学校法人の業務又は財産の状況
についての理事への意見具申
（※書面によるもの、または議事録
等で確認できるものに限る）

有限責任あずさ監査法人と直接面談し、監査報告を受けた。

平成27年度決算　：　平成28年5月16日～20日（5日間）

平成28年度期中　：　平成28年11月21日～25日（4日間）

平成28年度期中　：　平成29年2月14日～17日（4日間）

（平成２７年度決算及び平成２８年
度期中の監査を記入）

平成28年5月26日【平成27年度決算監査】
平成27年度計算書類　資金収支計算書（資金収支内訳表、人件費支出内訳表、活動区分資金収支計算書）、事業活動収支計算書（事業活動収支内訳表）、貸借対照表（固定資産明細表、借
入金明細表、基本金明細表）及び諸帳簿、証憑書類、預金通帳など厳正に監査した。

③ 監 査 結 果 ：

①　監査実施日・期間：
公的研究費　：　平成28年9月14日　（計　1日）
理事会　　　　：　平成28年5月26日、8月30日、11月2日、12月14日、平成29年2月24日、3月29日　　（計　6日）
評議員会　 　：　平成28年5月26日、12月14日、平成29年3月29日　（計　3日）

公的研究費に係る監事監査　：　内部監査を実施後、国等及び学内法令に基いた業務監査（資金の流れ等会計監査を含む合規性を観点とした一連の手続きなど）を実施した。
理事会、評議員会に係る監事監査　：　理事会、評議員会に出席し、開催状況及び議案、審議内容、審議結果報告等を通じて理事の業務執行状況を監査した。

③ 監 査 結 果 ：
公的研究費に係る監事監査　：　内部監査の実施結果及び会計処理、内部統制手続きは適切に実施されたものと確認した。
理事会、評議員会に係る監事監査　：　法人の運営及び発展のために理事全員が最大限の努力をしており、かつ不正な行為若しくは寄附行為の違反する事実のないことを確認した。

④　そ の 他  ：

①　監査実施日・期間： 平成28年5月26日、12月14日　　（計　2日）

平成28年12月14日【平成28年度期中監査】
有限責任あずさ監査法人と財務状況について報告を受け、試算表及び総勘定元帳等関係書類の確認を行った。

職 務 内 容 職　　務　　執　　行　　状　　況

１　平成２８年度中に実施した監事の職務執行状況
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③-1　　監事の職務執行状況 （私立学校法第３７条第３項）

（１）　財産状況の監査

②　監査対象分野・事項：

④　公認会計士との連携の状況：

⑤　そ の 他：

（２） 有 ・ 無 （書面の作成または議事録等への記載 ：　有　・　無　）

（意見具申が有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

（３） 有 ・ 無

（有の場合、その時期、内容等を記入すること。）

財産状況についての理事への
意見具申

監査の結果、不正の行為又は
法令若しくは寄附行為に違反す
る重大な事実があるとき、所轄
庁への報告又は理事会及び評
議員会への報告

（公認会計士の監査の実施日・期間：　平成29年5月15日～19日（5日間）　）

２　平成２８会計年度決算に係る財産状況についての監事の職務執行状況

職 務 内 容 職　　務　　執　　行　　状　　況

①　監査実施日・期間： 平成29年5月31日　（計　1日）

平成28年度計算書類　資金収支計算書（資金収支内訳表、人件費支出内訳表、活動区分資金収支計算書）、事業活動収支計算書（事業活動収支内訳表）、貸借対照表（固定資産明細表、
借入金明細表、基本金明細表）及び諸帳簿、証憑書類、預金通帳など厳正に監査した。

③　監査結果：

有限責任あずさ監査法人と直接面談し、学校会計基準に準拠し適正に処理されている。

有限責任あずさ監査法人と直接面談し、監査報告を受けた。
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③-２　ガバナンスの確保に係る取組等

【内部統制の充実に係る認識・取組】

　学園の運営体制は、学長が主宰する教授会、学部長学科長会議等において審議及び意見交換を経て、公平・公正な業務運営を目指している。また、理事長のリーダーシップの下で、

学園の創立精神、建学理念を再認識し、本学の特色が生かしていくことができるような、戦略的なガバナンス体制の構築を図った。

　具体には、学校教育法改正に伴い教授会の役割を明確化するとともに、学長補佐体制を強化するため副学長の職務内容を改め、更に大学改革総合推進会議を設置する等、ガバナンス

の強化と学長のリーダーシップ発揮のための組織を強化した。このことに伴い、学内関係規程の改正等（教授会規程、組織規程、事務分掌規程、教育開発センター規程、就業規則等）の整

備を行った。

　本学園の業務の適格性を確保するための内部統制は、学園の監事が、学校法人の最高意思決定機関である理事会に毎回出席し、議事録、関係書類の確認、規程の整備状況を確認

しており、更に、理事長と会計監査法人並びに監事との定期的な意見交換を年２回行い、内部統制概要と監査概要等の報告を受け、監査の連携調整を図っている。また、内部監査は、

科学研究費に重点を置いて監査を行っている。

　以上、学園の情報内容・内部統制についても、適正に管理されていることが確認されている。

【コンプライアンスの確保に係る認識・取組】

　研究倫理規程、研究倫理委員会規程及び公的研究費の運営・管理に関する取扱規程等、研究活動を行う教員等が守らなければならない研究倫理及び研究費の取扱に関する全学的な

規程を整備している。

　また、副学長、図書館長、各学部長・学科長等にそれぞれの職務、職責について通知し、管理・監督者の根幹となる行動規範の下でコンプライアンス遵守・実践するよう周知している。

　教職員に対しても、職務執行にあたっては特に服務規律関係の法令、学内規程等を遵守し、実践するよう周知するなどしてコンプライアンスの確保に取り組んでいる。

（注）各項目について、できる限り具体的に記入してください。
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③-３　独立監査人の監査報告書

　 　

※平成２８年度の計算書類における、独立監査人の監査報告書の写しを添付してください。
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　○　諸規定の種類

ア． ケ． チ． ナ．

イ． コ． ツ． ニ．

ウ． サ． テ． ヌ．

エ． シ． ト． ネ．

オ． ス． ノ．

カ． セ． ハ．

キ． ソ． ヒ．

ク． タ．

※　規定を作成する必要がない場合は「－」と記入し、その理由を説明すること。

Ｆ－３　諸規定の整備状況

組 織 ・ 総 務 関 係 該当 人 事 ・ 給 与 関 係 該当 該当 教 学 関 係 該当

組 織 規 程
○

就 業 規 則
○

会 計 ・ 経 理 規 程
○

学 則

財 務 関 係

○

事 務 分 掌 規 程
○

教 職 員 任 免 規 程
○

固 定 資 産 管 理 規 程
○

学 長 候 補 者 選 考 規 程
○

学部（学科）長候補者選考規程
○

○
教 員 選 考 規 程

○

稟 議 規 程
○

定 年 規 程
○

物 品 管 理 規 程
○

文書取扱い（授受、保管）規程
○

役 員 報 酬 規 程
○

資 産 運 用 に 関 す る 規 程

○

公 印 取 扱 規 程
○

教 職 員 給 与 規 程
○

教 授 会 規 程
○

個人情報保護に関する規程
○

役 員 退 職 金 支 給 規 程
○

入 学 者 選 抜 規 程

情 報 公 開 に 関 す る 規 程
○

教 職 員 退 職 金 支 給 規 程
○

奨 学 金 給 付 ・ 貸 与 規 程
○

公 益 通 報 に 関 す る 規 程
○

旅 費 規 程
○

【理由】
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Ｆ－４　学校法人の組織機構

（平成２９年７月１日現在）

部長：木村　清二

部長：三枝　和也

　部長：山本　淑子

理事長：鈴木　武夫 局長：浅見　晴江
局次長：三枝　和也

　次長：細井　雅人

部長：新田　　隆

部長：野村　直樹

注：大学の事務局については、「○○大学事務局」というように、大学名も記入すること。

課長：野呂美貴子

学校法人の組織機構図

総 務 部 総務課 （6人）

企画課 （1人）

企 画 部
課長：村田　幸彦

改革総合推進課 （2人）

（兼務）課長：三枝　和也

会計課 （6人）

評議員会 財 務 部
（兼務）課長：山本　淑子

監　事
課長：類家　公祐

管理課 （7人）

課長：齋藤　恭一

理事会 事務局
教務課 （7人）

課長補佐：菅原　恭子

（兼務）課長：細井　雅人

学 務 部 学生課 （6人）

国際課 （2人）

課長：大藤　　昭

図書課 （5人）

入試広報部 入試広報課 （4人）

課長補佐：島田　平

就職部 就職課 （5人）

課長：田口　晃

高等学校事務 （1人）

事務長：石丸　 朝生
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Ｆ－５　学校法人の財務情報の公開状況等について

※平成２８年１１月１５日付け２８高私参第１１号「学校法人の財務情報等の公開状況に関する調査について」で提出を求められた調査表と同じものを
添付してください。上昨年度の調査結果から変更がある場合は、平成２９年７月１日現在で作成してください。
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①　現在係争中の訴訟の概要

年 月 日

（注）　該当がない場合は「該当なし」と記入してください。

Ｆ－６　その他

案件名 提訴日 　概要

「 該当なし 」 
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②新入生及びその保護者が行う寄附金の状況

　寄附金の状況

　

①　新入生及びその保護者が行う寄附金の募集の有無：　　　　有　　・　　無

②　有の場合、学生募集要項及び募集趣意書等における記載内容

・ 寄附金を募集する旨の記載の有無

　 　

・ 応募が任意である旨の記載の有無

・

・ 寄附金の使途の記載の有無

③　新入生及びその保護者が行う寄附金について

　

⑤　有の場合、その寄附金（新入生以外の者が行う部分も含む）について

⑥　学部別に実施する新入生及びその保護者が行う寄附金の募集の有無：　　有　　・　　無

⑦　有の場合、その学部名　　　（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

有　　・　　無　　

有　　・　　無　　

学生募集要項 募集趣意書等

大学名 北海道文教大学

　

入学前の募集は行っていない旨の記載の有無 有　　・　　無　　
　

有　　・　　無　　 有　　・　　無　　

※有の場合は、寄附金の募集要項及び趣意書を添付してください。

円

目的

収納名義者

人

収納金額

募集時期

受入期間

応募者数

円

備 考 欄

円

募集時期

受入期間

人

※有の場合は、寄附金の募集要項及び趣意書を添付してください。

応募者数

収納金額

一人当たりの金額 最低額

最高額

平均額

円

円

収納名義者

目的

円

④　③の寄附金のほか、新入生の入学決定後に新入生及びその保護者に対して募集を開始したもので、新入生以外の者と同一の条件で募集が行われた寄附金の
　　有無：

  　 　　　　　　　 有　　・　　　無　　　※有の場合は、寄附金の募集要項及び趣意書を添付してください。

一人当たりの金額

最高額

最低額

平均額 円

円
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③学校債の状況

　学校債の状況

　

①　学校債の募集の有無：　　　　有　　・　　無

②　学校債について

大学名 北海道文教大学

募集時期

目的

発行条件

※有の場合は、学校債の募集要項及び趣意書を添付してください。

円

応募者数

円

受入期間

収納金額

円

人

備 考 欄

一人当たりの金額

最高額 円

最低額

平均額
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